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CIOの戦略眼
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野村総合研究所（NRI）は2011年12月に、

日本企業のCIO（最高情報責任者）や情報シ

ステム部門の責任者を対象に「IT活用実態

調査」を実施した。調査では事業戦略の見直

しについても聞いた。事業戦略の見直しを必

要とする環境変化として、「市場と顧客の変

化」「業界と競合の変化」「自社の強みの変化」

「マーケティングミックスの変化」の 4項目

を挙げた。4項目のいずれかの環境変化が起

きた場合、事業戦略の見直しが必要と考えて

いるか、あるいは実際に見直しを行ったかを

聞いた。いずれの項目でも、見直しが「必要」

と答えた企業は30％を超え、「ある程度必要」

を加えると80％近くに上った。一方で実際に

戦略の見直しを行ったとする企業は、回答が

最も多かった「市場と顧客の変化」でも22％

であり、他の項目では10％台にとどまった。

事業戦略の考え方には、「競争優位を確保

するために取り得る戦略の選択肢は市場構造

や業界構造によって決定される」とする“ポ

ジショニング学派”や、「組織が学習を繰り

返すことによって、自社ならではの強みを生

かした戦略が形成されていく」とする“ラー

ニング学派”の理論がある。

いずれの理論に基づくにしても、事業戦略

は上記の 4項目を要因として見直され、企業

は見直された事業戦略を実現するために事業

のやり方を変革する必要がある。今回の調査

でも、事業戦略を見直したという企業では、

ビジネスモデル、業務プロセス、製品・サー

ビスの変革を実施したところが多かった。同

時に、多くの企業が「変革の実施にはITの

活用が有効」と考えていた。

このように事業戦略の見直しから事業の変

革に至った企業がある一方で、戦略の見直し

は必要と感じていてもそれを実行に移せない

企業が多いのはなぜだろうか。経営者にとっ

て、事業のやり方を変えることには不確実性

というリスクがある。また、一般に企業の組

織は従来の仕事の仕方を変えたがらない。か

つての成功体験が変化を阻む場合もある。こ

うした要因のために、多くの企業は事業戦略

の大きな見直しには踏み切れないのかもしれ

ない。しかし、変えることがリスクである以

上に、変えないことが企業にとってリスクに

なり得る時代が来ているのではなかろうか。

調査の回答者はCIOや情報システム部門の

責任者であり、CEO（最高経営責任者）や

COO（最高執行責任者）といった事業戦略

の責任者（以下、経営トップ）ではない。事

業戦略は経営トップが自ら策定に当たるか、

経営企画部門の計画者や分析者の作った案に

基づいて経営トップが決定し、事業部門がそ

の戦略を粛々と実行に移すというのが普通で

ある。中には、各事業部門が事業の変革を繰

り返しながら戦略を形成していくケースもあ

る。いずれにおいても、CIOは事業戦略決定

の責任者ではないし、事業変革実行の責任者
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でもないことが多い。しかしCIOには、いっ

たん事業戦略が決まればそれを実行に移すた

めの仕組みを速やかに構築する責任がある。

従って、CIOは客観的に自社の経営状況を見

定めることが必要であり、調査の回答者とし

て適切な立場であるといえる。

事業戦略の見直しが必要と感じているCIO

が多いものの、見直していないと回答する

CIOが多いのは、日本企業の現状を表してい

るように思う。製造業であれサービス業であ

れ、世界規模での市場環境や競争環境の変化

に直面し、自社の強みの再構築を迫られてい

る日本企業は少なくないはずだ。しかし、環

境変化に適合するよう変革に取り組んでいる

企業がある一方、多くの企業はまだ自らを変

革することにためらっているようである。

ITは事業の変化を加速する。例えば、イン

ターネットの普及により、企業は裾野の広い

少数の需要から成るいわゆるロングテール市

場を事業の対象とすることができるようにな

った。また、ネットワーク化された製品やサ

ービスは、利用する人が多くなればなるほど

その製品の価値が高まる“ネットワーク経済

性”という新たな競争原理に左右されるよう

になった。さらに、ITによってデジタル化さ

れた製品は、革命的な新たな代替製品による

世代交代に常にさらされるようになった。

一方で、ITは事業の変化の阻害要因にもな

る。企業の肥大化した情報システム資産は、

維持するための負担がいかに大きくとも、そ

れを変えようとすれば膨大な時間を要し、障

害が発生する恐れもある。投資額も大きくな

りすぎて一度には負担しきれない規模になっ

ている。そのため、システムの大改修には二

の足を踏まざるを得ないのが現状である。

企業がこうした現状を乗り越えて、いざ事

業の変革に乗り出したとき、それから情報シ

ステムの準備を始めるのではとても間に合わ

ない。だから、CIOは事業の変化を常に先読

みする必要がある。

CIOは市場や顧客の変化、業界や競合の変

化を常に観察して、次の事業機会をとらえる

とともに自社への脅威の芽を発見できるよう

にする。事業の現場を常に観察し、自社の強

みや弱みの変化の兆しを見逃さないようにす

る。その上で複数の事業戦略のシナリオを想

定しておく。どのシナリオでも変わらない土

台部分のシステムはあらかじめ準備を進めて

おく。また共通機能部品を用意しておき、い

かなる戦略シナリオの変更があっても部品の

組み換えで対応できるようにする。これは、

製造業のマスカスタマイゼーション（個々の

ニーズに合わせた大量生産）の応用である。

CIOがこうした戦略眼を持つことは、事業

の変革を支える後方支援の責任者として重要

なことである。それは、経営トップの立場に

なったときに必要となる戦略眼を磨く訓練に

もなるはずである。 ■
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苦悩するCIO

2011年12月に野村総合研究所（以下、NRI）

が実施した調査によれば、IT部門の担当役

員もしくは情報システム部長など、IT部門

の長であるCIOの中で非IT部門出身者（外部

からの招聘を含む）が75.2%を占めた。

この結果から、経営が IT部門に対して何

を求めているかが読み取れる。1つは、自社

のビジネスをよく理解した上で情報システム

の構築を進めることであり、もう 1つは、縦

割りの事業展開を進める上で経営の舵取りを

誤らないために、組織横断の判断材料を提供

することである。これに加えて、CIOにはIT

に関わる費用を削減することが要請され続け

ている。

このような経営の要請に対して、CIOは十

分に応えられているだろうか。調査からは、

IT予算の70～80％は現行システムの維持管

理に使われ、新たな商品やサービスへの対応

など戦略的な新規開発に使える予算は20～

30％未満にすぎないという事実も浮かび上が

った。ここからは、いくら新たなITの導入や

事業への貢献をしたくてもできる環境ではな

いというCIOの苦悩が見て取れる。

日本企業のCIOの難しさ

CIOが経営の期待に十分に応えられないの

は、単に予算の問題だけであろうか。筆者は

そうではないと考えている。

NRIは、IT部門が持つべき情報化運営の機

能を 7つに分類している（図 1参照）。その

中で、戦略・企画に関わる①および②の機能

と、プロジェクト管理に関わる③～⑦の機能

では、求められる資質が大きく異なる。戦

略・企画は非IT部門出身者が得意とするビ

ジネスに近い分野、プロジェクト管理はIT

部門出身者が得意とするエンジニアリング分

野であるといってよい。

多くの日本企業では、1人のCIOがこれら

すべてを担当している。非IT部門出身者に

とって、要件を満たしたシステムを計画どお

りの期日に稼働させる技術を身に付けること

は容易ではない。一方、IT部門出身者にと

っては、要件定義のとおりに情報システムを

構築することは得意でも、それが経営にどの

ような影響を与えるのか、効果がどの程度な

のかといった点には関心が低い。これらが 1

人のCIOに求められるところに問題の本質が

ある。

新たな技術変化に対応するIT組織のあり方
―価値を創造するCIOとCTOの役割と組織―

IT部門が、とりわけCIO（最高情報責任者）が苦しんでいる。分業化によるノウハウ継承不

足、新技術への対応の遅れなどから、IT部門の組織力が低下しているのだ。本稿では、ITの専

門家ではないCIOが大半を占める現状でクラウドコンピューティング（以下、クラウド）やビ

ッグデータなどの技術変化に対応するための、IT部門の新たな組織・役割について考察する。

特　集　［クラウド＆ビッグデータ時代のIT組織と人材］
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戦略・企画のCIOとデリバリーのCTO

米国では、さまざまな業種でCIOとCTO

（最高技術責任者）が役割を分担することが

一般化している。その場合のCIOの役割は、

自社のIT投資と経営目標に整合性があるこ

とを保証することである。そのためCIOは、

情報資産、システム運営、およびITポリシ

ーに責任を持つ経営幹部として位置付けられ

ている。その任務はITに関わる戦略および

戦術だけでなく事業戦略にも関係するため、

CIOはビジネスとコンピュータ科学という両

方のスキルを必要とする。CIOはシステムエ

ンジニアやプログラマーではなく、企業の目

標とITの取り組みを同期させる役割を持っ

た経営幹部である。そのためCIOは経営や事

業部門との間の信頼できるコミュニケーター

（メッセージの伝達者）、説得力のある交渉者

であり、かつ顧客志向でなければならない。

一方CTOは、これまでは技術開発の統括

責任者という立場であったが、近年ではCIO

を技術面から補佐して適切なITソリューシ

ョンを提供する責任も併せて持たせる企業が

増えている。技術の専門家であるCTOには、

IT、電気工学、コンピュータ科学などの分

野のスキルと経験が求められる。

CIOとCTOが役割を分担する構造は、経

営・事業部門・IT部門というトライアング

ル構造から、経営・事業部門・IT部門と、

それらをつなぐ情報戦略部門というテトラ型

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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NRIシステムテクノ
常務取締役
管理本部長

古川昌幸（ふるかわまさゆき）

専門は経営におけるITの戦略的活用、
情報システムのグランドデザイン策定

図１　情報化運営における７つの機能（NRIモデル） 

● IT戦略の策定（中長期ビジョン・中長期計画） 
● 年度のIT投資計画（案件の優先順位付け、配分）の作成 
● 投資計画の実行管理（予算執行状況の管理） 

● ITコストの把握・分析、契約の管理 
● ITリスク方針の策定・維持管理（情報セキュ
リティ、内部統制、事業継続性の管理） 

① IT戦略・ITガバナンス 

● 個別案件の構想、システム化計画の作成 
● 業務要件定義における業務主管部側の支援 
● システム化要件の定義（機能要件・非機能要件） 
● プロジェクト全体統括（重要な判断業務を中心に） 
● ユーザー支援（ユーザー教育などの支援） 

②システム化計画・要件定義 

● プロジェクト管理 
● 基本設計（インフラ方式設計、運用設計を含む） 
● システムテスト 

④プロジェクトマネジメント・基本設計 

● 詳細設計、プログラミング、単体・結合テスト 

⑥開発・保守 

● 運用管理（運用計画、障害管理、キャパシ
ティ管理など） 

● ハードウェア・ソフトウェアの保守管理 

⑤運用管理・保守管理 

● システム監視　　● オペレーション 

⑦監視・オペレーション 

● 品質管理／生産性管理 
● サービスレベル管理 
● IT資産の管理 
● 処理方式、採用技術・製品の標準化 
● 共通機能・共通基盤サービスの提供 
● 開発手法（開発フレームワーク）の標準化 

③標準化・品質管理 

上流 
工程 

下流 
工程 

開発 保守・運用 
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構造への転換を表している（図 2参照）。こ

の新たな構造の中で、情報戦略を担うCIOと

ITのデリバリー（ITサービスの提供）を担

うCTOが役割分担を行う。ただし、役割分

担は一様ではなくCTOの役割も企業によっ

て異なる。Tom Berrayらは2002年の論文で、

CTOを 4つのモデルに整理している（表 1

参照）。これに従えば、日本企業の多くのIT

部門は「インフラマネージャ」に相当する。

そうであれば、IT部門の長がCTOになるこ

とは比較的容易ではないだろうか。

求められるデータ中心のアプローチ

2010年から2011年にかけて、スマートフォ

ンやタブレット端末、Facebook（インター

ネット交流サイト）やTwitter（短文投稿サ

イト）のようなソーシャルメディアが急速に

普及した。その結果、生成されるデータ量が

膨大になり、2012年はビッグデータ元年とい

ってもよいだろう。

ビッグデータは、テキストデータもあれば

画像データもあり、データのサイズも含めて

非定形なものばかりである。一部の先進的な

企業を除いて、大多数の企業のIT部門は業

務データとオフィス文書のデータしか取り扱

った経験がなく、非定形のデータ群をどのよ

うに扱えばよいか考えあぐねている。

ビッグデータは、主にマーケティングやモ

ニタリングなど顧客接点の高度化を目的に活

用を期待されているが、どのようにデータを

活用すれば事業に貢献できるかという点が、

ビッグデータ時代のIT部門にとって大きな

テーマとなっている。IT部門は、これまで

の機能中心のアプローチからデータ中心のア

特　集特　集

図２　トライアングル構造からテトラ型構造への変化 

トライアングル構造（従来） テトラ型構造（今後） 

事業部門 
（海外拠点含む） IT部門 

CIO

経営 

経営との意思 
疎通ができて 
いない 

業務へのガバナンスが 
働いていない 

事業部門 
（海外拠点含む） IT部門 

CTO

経営 

CIO

● 経営・事業戦略遂行に向
けたIT活用方針の決定 

● 事業戦略とIT戦略の最適
化（コンフリクトの調整） 

● 業務プロセス・IT改革の
牽引役 

●  IT投資効果の最大化 

● 事業戦略の策定・推進 
● 業務プロセス改革に向
けたITの有効活用策の
策定・推進 

● 業務プロセス改革、IT
案件に対する効果説
明責任 

● IT戦略の策定・推進 
● 業務部門に対するITの有効活用策の提案 
● ITコスト適正化 
● IT案件に対する効果説明責任 
● 個別システムの開発・保守・運用を通じ
たシステムの安定稼働、サービス品質の
向上 

● 経営方針・経営
戦略の提示 

● 経営諸事項の最
終意思決定 

CTO：Chief Technology Officer（最高技術責任者） 
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プローチへの変革が求められているのである。

ビッグデータ時代のIT組織に必要な人材

ビッグデータ時代のIT部門に何が求めら

れるかを整理すると以下のようになる。

①組織横断で事業に貢献すること

②CIOとCTOが役割を分担し、従来のトライ

アングル構造からテトラ型構造へ転換する

こと

③機能中心からデータ中心のアプローチに変

えること

こうした新たなIT部門にはどのようなス

キルを持つ人材が必要だろうか。

1つ目は、技術や機能中心のアプローチで

はなく、ユーザー体験や潜在ニーズも考慮し

たデザイン思考のアプローチができる人材

（デザイン型人材）である。顧客接点の高度

化によって事業の競争力を強化しようとすれ

ば、ユーザーがシステムを上手に活用でき、

そこに価値を見出せることが重要である。デ

ザイン型人材は事業部門との接点が多いこと

から、CIOの下に配置されるべきである。

2つ目は、データ分析に基づいて業務やシ

ステムを組み立てられる人材（データサイエ

ンティスト）である。データサイエンティス

トも業務知識が求められることから、CIOの

下に配置されるべきである。

3つ目は、デザイン型人材やデータサイエ

ンティストのスケッチからシステム全体の構

造を決定する人材（ITアーキテクト）であ

る。ITアーキテクトは、企業の情報システム

のグランドデザインおよび実装に近い領域で

活動するため、「インフラマネージャ」タイ

プのCTOの下に配置されることになろう。

4つ目として、なんといっても現状で予算

の70～80％を占める現行システムの安定稼

働・維持を担う人材を外すことはできない。

技術変化に左右されない普遍的な機能を支え

るIT人材も重要である。

次ページ以後の特集論文では、ビッグデー

タ時代に必要な上記 4つのIT人材の具体像

について論じられている。 ■
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表１　CTOの４つのモデル 

モデル 

モデル1

モデル2

モデル3

モデル4

主な役割 対象業務の例 

インフラマネー 
ジャ 

新技術の“味見”に基づいてロード
マップを策定し、顧客に対してイ
ンパクト予測と評価を実施する 

“Big Thinker” 

技術の先読み・ 
実装の管理者 

社外を向いた 
技術者 

データセンター運用、ネットワーク運用、セキュ
リティ、アプリケーション開発および維持管理 

長期的な技術革新、ITの将来像を
思い描く 

技術評価、プロトタイピング、アーキテクチャ標準 

事業戦略を実現するITアーキテク
チャを決定し実装する 

アーキテクチャ設計および実装、アプリケーショ
ン開発および維持管理 

新技術の研究開発および技術移転、知的財産、ベ
ストプラクティスの管理、専門技術センター 

ITインフラの構築と運用を管理する 

出所）Tom Berray, Raj Sampath "The Role of the CTO : Four Models for Success"（2002）に基づき作成 
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徐々に低下するITへの期待

成熟した国内市場で事業規模を拡大してい

くために、またグローバル市場で競争力を強

化するために、事業創造すなわち新しい製品

やサービスの開発が不可欠になっている。

1980年代から、企業の情報システムに関わ

るIT人材（企業のIT部門、情報システム子会

社、ITベンダーなどに所属し、情報システム

の企画・構想から構築に関する業務を主とす

る人材）は、業務効率化、情報の“見える化”

などの価値を提供し続けてきた。

さらに1990年代からは、ITは経営戦略や事

業戦略を実現する重要な手段と位置付けられ

るようになり、新事業創造といったビジネス

イノベーションへの貢献がITに期待されるよ

うになった。

ところが図 1に示すように、ITの活用テー

マとして「事業・サービスの創造支援」への

期待は年を追うごとに低下している。日本企

業がITの力によってビジネスイノベーション

を起こすという期待感は徐々に薄れているの

である。これは、事業の現場が飛び付くよう

な魅力的で斬新なコンセプトをIT人材の側が

打ち出せてこなかったことを示していると思

われる。

事業創造に貢献できないIT人材

IT人材が事業創造という期待に応えられて

いない理由として、以下のような環境変化が

挙げられる。

（1）創造性を低下させた効率化と専門性の追求

IT人材には、ユーザーの現場の実態を深く

理解し、潜在的なニーズを発掘することが期

待される。しかし、昨今はこうしたことを妨

げる要因がいくつもある。

第一に、IT部門やITベンダーでは、効率

性・生産性を追求するために分野別・機能別

といった組織の縦割り化が進んでいることで

デザイン型人材の役割と実践
―“デザイン思考”によるイノベーションの場の創造―

近年、経営環境が大きく変化するに伴い、革新的な事業創造が大きな経営課題となっている

が、企業のIT部門やITベンダーは事業創造に対して期待されたような役割を十分に果たしてい

ない。本稿では、IT部門が事業創造のプロセスに貢献する上で重要な役割を果たすことが期待

される“デザイン型人材”について考察する。

特　集　［クラウド＆ビッグデータ時代のIT組織と人材］

図１　「事業・サービス創造支援」に対するITへの期待 

2004年 2006年 2008年 2011年 

25%

30%

20%

15%

10%

5%

0%

23.9%

16.0% 15.5%

9.9%

ITへの期待は 
低下する傾向 

出所）NRI「ユーザ企業のIT活用実態調査」（2011年12月） 
（日本国内に本社を持つ売上高上位の企業3,000社を対象に実施。
有効回答500社余り。回答者は情報システム担当の役員相当も
しくはそれに準ずる役職） 
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ある。各自が担うべき役割、必要とされる業

界やITの知識領域が明確なので、効率よく専

門性を高められるという長所がある。一方で、

業務分担の明確化に固執して担当以外のこと

は“ひとごと化”し、自ら視野を狭める結果

になりやすい。これではユーザーや顧客の潜

在ニーズを発掘することが難しくなる。

第二に、長年にわたって維持管理してきた

システムが高度化・複雑化していることであ

る。現状のシステムは、多くの制約が複雑に

絡み合い、さまざまな技術が折り重なって構

築されている。IT人材は、システムのこうし

た“造り”を把握していることで存在感を示

してきた。機能拡張の際は、「現状はこうなっ

ている。だからこうすべきである」というよ

うに、技術的・構造的なフィージビリティー

（実現可能性）を重視した論調になりやすく、

結果的に顧客志向からかけ離れてしまう。

このほか、日本企業はIT人材の流動性が低

いこともユーザー理解を妨げる一因になる。

米国では、システムの発注者側の人材が転職

によって供給者側となることも多く、それが

顧客志向に寄与する一面がある。日本ではこ

うしたケースは多くない。

日本企業が競争に勝ち抜くためにIT組織の

専門性を高め、システムを効率よくビジネス

の現場に提供しようとする現状は否定しない。

しかしその一方で、IT人材が物事を顧客視点

から多面的に考えるための土壌が奪われてい

ることも事実である。ITによる事業創造の追

求を理想とするならば、理想と現実の折り合

いのつけ方が重要である。

（2）イノベーションの質の変化

今のイノベーションそのものにも、IT人材

が事業創造に貢献できない要因がある。コン

ピュータの著しい進化とともに、業務の自動

化、処理の高速化、データの大容量化などIT

によるさまざまなイノベーションが生み出さ

れた。ところが、主立ったサービスや業務が

ひととおりIT化されると、IT化することがイ

ノベーションになるという機会は激減した。

加えて、パッケージ製品の充実、オープンソ

ースソフトウェア（ソースコードが公開され

た無料のソフトウェア）の普及などにより、

手早く安価にIT化することが可能となった。

IT人材は、もはやITに詳しいだけではイノベ

ーションを生み出せなくなってきたのである。

新たな価値を創造するために

では、ITで新たな価値を創造するためには

どうすればよいのか。そのヒントは、世の中

のイノベーションが産業や人、社会の現場の

課題や潜在ニーズを起点として生み出される

性質のものにシフトしていることにある。

例えば、Apple社の大ヒット商品である携

帯音楽プレーヤーiPodは「自宅にあるCDラッ

クを丸ごとポケットに入れて持ち運ぶ」とい

う潜在ニーズに応えるものとして開発された。

従来、端末の小型化や高速化が競われていた

領域に、全く違うビジョンとコンセプトを持
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野村総合研究所
システムコンサルティング事業本部
ITアーキテクチャーコンサルティング部
上級テクニカルエンジニア

上野哲志（うえのてつし）
専門は大規模ITシステムのシステム化構想・シス
テム化計画策定、ITアーキテクチャ標準化など
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ち込んだ。任天堂の家庭用ゲーム機Wiiは「お

母さんに嫌われない、家族全員が楽しめるゲ

ーム」という潜在ニーズをとらえ、高精細、

高性能化を競い合っていた家庭用ゲーム業界

に新しい風を吹き込んだ。いずれのケースも、

ユーザーに新たな経験価値を提供し、企業に

も多大な利益をもたらすイノベーションとな

った。

消費者が豊かになりニーズが多様化・複雑

化するなかで、従来の技術革新を起点とした

アプローチだけでは新たな価値が見出せなく

なっている。そのため、イノベーションを生

み出すためには、今後は産業や人・社会の現

場の課題や潜在ニーズを起点としたアプロー

チがより強く求められるだろう。

“デザイン思考”によるイノベーション

（1）注目されるデザイン思考

上記のように、現場の課題や潜在ニーズを

起点としたアプローチが必要になる一方、IT

人材の側では個人の専門性が重視される傾向

が強く、組織的に事業創造のプロセスに参加

できない状況になっている。そこで、IT人材

が新たなイノベーションの潮流に乗って価値

ある事業を創造できるようにするために以下

のような取り組みを提案したい。

①機能別に効率化された組織形態を前提とし

た上で、IT人材が顧客中心かつ多面的な視

野を持って検討できる環境をつくる。

②システム開発工程には含まれない、前段の

活動である“事業・サービス検討”に目を

向け積極的に関与させる。

これを実現するための武器として注目され

るのがデザイン思考である。

デザイン思考はApple社のマウスやPalm社

のPDA（携帯情報端末）のデザインを支援し

たIDEO社が提唱したイノベーション創造の

手法である。デザイナーが個人の能力で完結

させる理解・観察・想像・可視化・実現とい

うプロセスをチームが実行することで、1人

の天才デザイナーに匹敵する成果を上げよう

というものである。ここでいうデザインとは、

自動車やインテリアの意匠デザインのような

狭義のデザインではなく、機能、ユーザー体

験、制度などを含めた広義のデザインを指す。

デザイン思考に基づくイノベーション創造

は次のような特徴を持つ。

①ロジックや細部にこだわり過ぎず事業やサ

ービス像を全体感を持ってとらえる。その

過程で製品やサービスの提供者から最終消

費者に至るすべての登場人物の感情面にま

で考えを及ばせる。

②個人の専門性よりも多様な人材のコワーク

（協働）を重視し、1人では得られない着想

を得る。

③ウォーターフォールモデル（システム開発

手法の 1つ。各工程を順を追って仕上げて

いく）のように一方向に進むプロセスでは

なく、具体化と抽象化を行き来するスパイ

ラルなプロセスで進める。

特　集特　集
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（2）チームで創造性を引き出す

デザイン思考では、多様な視点

を持つメンバーを集めてチームを

つくり、全員で協力してイノベー

ションに向かう（図 2参照）。メ

ンバーが協働することにより、ユ

ーザーの本質的な課題・ニーズに

まで到達し、これを起点に個人で

は得られなかった斬新な解決策の

着想を得ることが可能になる。以

下、チーム活動のプロセスについ

て具体的に述べる。

①徹底したユーザー理解

現場で行動をつぶさに観察する「フィール

ドワーク」を実施する。例えば、ユーザーの

サービス利用現場だけでなく、サービス提供

側の業務の現場にも足を運び、行動を具体的

かつ詳細に記録する。ユーザーによって認識

され言語化されているニーズだけでなく、言

語化される前の潜在的なニーズも探究する。

②組織の壁を越えた多視点での対話

営業やコンサルタントなど顧客と接する社

員、開発・運用など技術系の社員など、組織

の壁を越えてメンバーを集め、学者やアーテ

ィストなどさまざまな分野の社外有識者も交

えて対話する。現場観察などで得られた認識

を共有し、そこから創出すべき「価値」につ

いて各人の主観や感情に基づいて意見を出し

合う。対話を通じて互いの価値をぶつけ合い、

チーム内で共感が得られる価値の本質を見極

める。価値は抽象度の高い哲学・ビジョンか

ら表現し、徐々にコンセプトやソリューショ

ンへと具体化していく。

③早期に価値を視覚化

チームで打ち立てた価値を視覚化し、互い

に評価し合える状況を早期につくる。例えば

粘土やレゴブロックなどで製品のモックアッ

プを制作したり、紙芝居や寸劇、即興ムービ

ーなどでサービスの提供シーンを表現したり

する。視覚化する過程でコンセプトが具体化

され、製品・サービスのイメージを共有しや

すくなり、直観的かつ具体的なフィードバッ

クも得られやすくなる。このプロセスはプロ

トタイピング（早期の試作品による検証およ

びその過程）やユーザーテストといわれる。

新しい事業を創造するためには、デザイン

プロセス後の実行フェーズも含めた活動を考

慮する必要があるが、実行フェーズについて

は別の機会に取り上げたい。
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図２　デザイン思考に基づくチーム活動のプロセス 

Question 
Storming 現場観察を通してユーザーの実態を誠実に受け止める 

組織を越えた対話で多様な主観を掛け合わせる 

新しい価値、経験を“見える化”して評価可能にする 

Brain 
Storming

Try 
Storming

大学教授 デザイナー 

企画・営業 運用・サポート 

開発 技術研究 

コンセプト映像 

モックアップ 

プロトタイプ 
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（3）デザイン型人材がつくる共創の場

チームがデザイン思考を実践して事業を創

造するためには推進役が必要である。われわ

れはこれをデザイン型人材と呼ぶ。デザイン

型人材の役割は、①全体プロセスの設計②多

様性のあるチームの組成③チームが共創しや

すい「場」の企画・演出―である。

デザイン型人材には主に次のようなスキル

が期待される（図 3参照）。

①デザインのプロセスに興味を持ち、情熱を

持って創造に挑戦する力

②ユーザーを深く理解するための観察力

③異分野の専門家をチームにまとめるキャス

ティング力

④対話の場をコーディネートして協働を促進

させるファシリテーション力や質問力

⑤価値や対話の結果を共有できるようにする

視覚化力

キャスティングやファシリテーションに関

しては、当初は専門家に協力してもらうこと

が効果的である。一方で「習うより慣れろ」

の側面が大きいため、組織内の人材が役割を

担うという自覚を持って取り組むべき部分で

もある。観察力と視覚化力は専門的な技術が

求められることから、外部の専門家の協力が

必要となるであろう。

iPodを誕生させたデザイン型人材

前述したApple社のiPodを例に、デザイン

型人材やデザイン思考が革新的なビジネスモ

デルを創造するプロセスでどのような役割を

果たしたか紹介する。iPodの開発を主導した

Tony Fadellはまさにデザイン型人材の典型

である。Fadellは、Apple社の前CEO、Steve

Jobsが自らPhilips社から引き抜いた人材であ

る。iPodの開発が始められたのは2001年 1月、

発売は同年のクリスマス前とされ、与えられ

た時間は 1年に満たなかった。Fadellは全体

を大きく 3段階に分けて開発することにした。

最初の段階では、世界中の音楽の聴き方を

観察し、ユーザーの潜在的なニーズを探った。

聴き手が自分でも気付いていない願望を、観

察に基づいて数名で議論しビジョン化した。

そのビジョンとは、「世界中の音楽をポケット

に入れる」ことであった。

次いで、ユーザーの潜在的な願望を実現す

るためのコンセプトを検討した。Fadellはコ

ンセプトづくりのために心理学者や人間工学

の専門家、ソフトウェア技術者、ハードウェ

特　集特　集

図３　デザイン型人材に期待されるスキル 
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ア技術者など、社内外の35名のエキスパート

によるチームを結成した。Fadellはそれぞれ

のエキスパートと「音楽の聴き方に変革を起

こす」という目標を共有し、高度なファシリ

テーションによって異なる視点からのさまざ

まな意見や発想を引き出した。その結果まと

められたコンセプトが、斬新な“スクロール

ホイール”（円盤を回転させて選択する機能）

や“Auto-Sync”（PCとiPodを自動同期させる

仕組み）だった。

続いてFadellはプロトタイプの制作に着手

し、コンセプトの視覚化、評価・フィードバ

ックを主導した。プロトタイプは約 2カ月間

に100を超えていたといわれる。

こうして出来上がったiPodのその後の展開

は周知のとおりである。iPodはJobsの創造性

がもたらした製品といわれるが、Fadellとい

うデザイン型人材と彼が主導した共創の場が

イノベーションの鍵を握っていたのである。

小さな変革から始めるデザイン思考

何事もロジックに徹して仕事を進めるIT人

材から見ると、デザイン思考における途中段

階の抽象的思考は表面的に感じられるかもし

れない。欧州のあるIT企業はデザイン思考を

全社レベルで展開しているが、トレーニング

の後で、デザイン思考を評価する人が 2～ 3

割程度いる一方、懐疑的な人もほぼ同じ割合

でいるという。「われわれが直面している課題

はそんなに単純ではない」という声が聞こえ

るそうである。しかし、既存の制約からいっ

たん離れて物事を検討することは課題の本質

にたどり着くために重要なことである。検討

の始まりは、ユーザー側で起きている個別具

体的な事象から課題やニーズを概念的にとら

えることである。顧客中心の思考を身に付け

るためにぜひトライしたいところである。

また、デザイン思考は各個人の専門性を否

定するものではなく、むしろ専門性を尊重し

た活躍の場を提供する。特にコンセプトづく

りでは、参加メンバーの専門性が触発し合う

ことで新たな気付きが生まれる。先進的なIT

を熟知しているからこそ生まれる発想もある。

冒頭で述べたとおり、日本の産業を中長期

的に成長させるために、革新的な事業創造へ

の期待は今後さらに高まっていくであろう。

日頃から社内外のネットワークを広げる努力

や、日常の会議でも参加者の活発な対話を促

すように工夫することなどによって、共創の

場の企画・演出につながる一歩を踏み出して

ほしい。小さなことから少しずつ日常に変化

を与え自ら実践する機会をつくることが大切

である。

そして最も重要なことは、小さな変革を起

こす人材を後押しする環境整備を経営が行う

ことである。事業創造は簡単ではなく、多く

の企業では目下の利益の大半は既存事業が生

み出しているであろう。しかし中長期の利益

を生むために、並行して革新的な事業創造に

取り組む姿勢が必要なのである。 ■
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不足するデータ活用人材

ビッグデータの活用はデータ処理技術の進

化などにより進展しつつあり、ビッグデータ

をマーケティングに生かすなどの先進的な取

り組みも見られる。それに伴って、ビッグデ

ータを分析し活用することのできる、統計学

や情報科学のリテラシーに富む人材の不足が

問題になってきた。

極めて大量のデータを前にしたときに、皆

が「ここから何らかの有用な知見を得られる

のではないか」という期待を感じるわけでは

ない。極端なことをいえば「日本人全員の過

去 1年間の購買状況」といったデータが仮に

利用可能であったとしても、それらのデータ

を前に知見を導き出す可能性を感じることも

なく、途方に暮れてしまう人が大半だろう。

利用サイド事業者の立場としては、「それな

らば専門家に外注すればよいのではないか」

という発想が出てこよう。しかし、情報シス

テム構築のための外注と同様、目的に沿った

成果を得るためには、発注側に最低限の知

識・スキル・リテラシーが必要であり、それ

がなければ何をどのように外注していいのか

という判断すらつかない。外注先と円滑にや

り取りするための人材にも事欠く状態という

のが、一般的な利用サイド事業者の現況とい

える。

データ活用人材を確保する動き

経験者採用の領域においても、データ分析

能力のある人材の募集が行われている。

例えば、大手ECサイト事業者では「ビジネ

スインテリジェンス（BI）マネージャー」と

して、コンピュータサイエンス、ファイナン

ス、数学、統計学などに関する学位を持ち、

いくつかのBIツールに関する利用経験があり、

将来予測モデルの開発を行ったことがあるよ

うな人材を募集している。

国内の大手広告代理店においても、インタ

ーネットマーケティングに関する事業の拡大

を目的に、「大規模なデータベース、トランザ

クション、トラフィックに関わる経験」や

「データベースマーケティング、デジタル領域

における調査分析・顧客分析、Web解析ツー

ル・データマイニングツールなどを利用した

データ解析などの実務経験」を有する人材の

募集が行われている。

外部から人材を登用する以外には、まずは

小規模な外注と併せ、社内において「この方

急がれるビッグデータ活用のための人材確保
―人材の確保と育成が競争力の鍵―

ビッグデータの利用促進要因が増加するなかで、大きな阻害要因は人材不足である。ビッグ

データの収集・分析・活用を主導できる人材、すなわち統計学や情報科学のリテラシーに富む

人材が不足している。本稿では、上記人材の役割や人材確保の動向、データ活用企業の対応に

ついて考察する。

特　集　［クラウド＆ビッグデータ時代のIT組織と人材］
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向でデータ解析をしてみるか」「この部分は外

部の専門家に深掘りしてもらおう」と考えら

れるレベルの人材を増やすための、地道な裾

野拡大が求められる。

例えばPCで用いる解析ソフトのインターフ

ェースを、利用サイド事業者の社員にとって

親しみのあるものとすることも有用であろう。

統計分析に対してあまり慣れていない社員の

底上げのためには、普段その社員が用いてい

る一般的な表計算ソフトの付属機能・改良機

能として、簡便な分析機能を提供することな

ども対応策の一例として想定される。

IBM社によるSPSS社（統計・解析ソフト）

の買収や、EMC社によるGreenplum社（デー

タウェアハウス）とSAS Institute社（ビジネ

スアナリティクス）の連携（www.sas.com/

offices/asiapacific/japan/news/press/201104/

12a.html）は、ユーザーが直接触れる解析ソ

フトをおさえることによって、「世の中に有限

なデータ分析人材」との接点になるソフトウ

ェアをおさえようとしたものと解釈すること

もできるだろう。

利用サイド事業者でビッグデータの活用を

行うための人材が不足している状況において

は、ITベンダーや分析受託事業者など、支援

サイド事業者に商機が生まれ得よう。しかし、

多くの支援サイド事業者においても、統計分

析や数理モデリングを担う人材が皆無ないし

は不足している状況は同様であり、支援に至

るまでの道のりは険しい。

今後10年間の“セクシー”な職業

米国における事例となるが、Google社のチ

ーフエコノミストであるHal Varianが、2009

年にインタビューの中で「今後10年間でセク

シーな職業は統計家である」と述べている

（www.nytimes.com/2009/08/06/technology/

06stats.html）。また、シリコンバレーにおい

て「Hadoop（ビッグデータの分散処理フレー

ムワーク）が使えて、統計リテラシーがある

人材」に関しては、スタートアップ事業者か

ら大手事業者まで広く募集の対象とする人気

職種となるなどの動向もうかがわれ、支援サ

イド事業者における人材の奪い合いがすでに

始まっている様子が見られる。

Microsoft社のキャリア関連ブログでも、「技

術領域において今後重視されるであろう 3つ

の領域」として、「データマイニング、機械学

習、人工知能、自然言語処理」「ビジネスイン

テリジェンス、コンペティティブインテリジ

ェンス（競合情報分析）」「分析、統計（特に

Web関連分析、A/Bテスト、統計分析技法）」

を挙げている（jobsblog.com/blog/top-three-

new-tech-majors）。

企業が競争力を高めるためにビッグデータ

の活用を検討するに当たっては、本稿で触れ

た人材育成に加え、組織的対応、外部への分

析委託のポリシー策定を行うことが必要とな

るだろう。 ■
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時代で変わるITアーキテクトの役割

一般にITアーキテクトとは、業務やITの

課題を情報システム化要件に落とし込み、ハ

ードウェアとソフトウェア技術を活用した

ITアーキテクチャを設計する人材または職

種のことである。

1990年頃までのメインフレーム（大型汎用

コンピュータ）全盛の時代、情報システムは

事務効率化の道具として限られた領域をカバ

ーするにとどまっていた。そのメインフレー

ム全体を掌握するスーパーSE（システムエ

ンジニア）と呼ばれる人材が、各企業には何

人もいた。スーパーSEが、現在のITアーキ

テクトの始まりといえる。

1990年代に入ると、ダウンサイジング（小

規模化）の方向性の下で、オープン化（さま

ざまなメーカーの製品でシステムを構成する

こと）によるクライアント・サーバー・シス

テムの導入が進んだ。その結果、メインフレ

ームという統一化（全体最適化）された環境

が崩れ、さまざまなシステム基盤が乱立する

ことになった。これによってITアーキテクト

は、技術をどう組み合わせて最適なシステム

を構築するかというスキルを求められること

になった。

2000年以降はWebシステム（Webブラウ

ザーで利用できるシステム）全盛の時代であ

る。標準化などによって技術領域は徐々に整

理されてきたが、システムがカバーする業務

領域は拡大の一途をたどり、システムの規模

は爆発的に増大している。

システムが巨大化するに従って、ITアーキ

テクトが統制する領域は細分化が進んでき

た。現在のITアーキテクトは分業化が進み、

企業システム全体ではなく個別システムのア

ーキテクチャを適正化することが個々のIT

アーキテクトの役割になった。その結果、企

業システム全体をきちんと理解できる人材、

すなわち本来のITアーキテクトがほとんど

いなくなってしまったのである。

ITアーキテクトをめぐる新たな環境

このような状況でクラウドサービスが登場

してきた。クラウドサービスが普及すると、

システム基盤のコモディティ（日用品）化が

進み、老朽化の問題が解決することになる。

日用品が常に新しいものに取り替えられるの

と同様に、ハードウェアやOS（基本ソフト）

などの更新をクラウドサービスによって行う

ITアーキテクトに求められる新たな役割
―クラウド・SaaS時代のITアーキテクトとは―

ITの適用対象領域が拡大していくにつれ、ITアーキテクトに求められる役割も変化してきた。

クラウドコンピューティング（以下、クラウド）やビッグデータの活用という最近のITイノベ

ーションもそれに拍車をかけている。本稿では、これまでのITアーキテクトの役割の変化を振

り返るとともに、今後ITアーキテクトに求められる新たな役割について考察する。

特　集　［クラウド＆ビッグデータ時代のIT組織と人材］
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ことで、ユーザー企業側でのシステム基盤の

老朽化対応が不要になるのである。

業務アプリケーション領域でも大きな変化

が起きている。現在、人事や会計など、事業

とは直接関係しない業務ではパッケージソフ

トの利用が進んでいるが、これが徐々に事業

への活用にも広がっている。業種によらず共

通の業務では積極的にパッケージソフトを活

用しようという時代が訪れているのである。

CRM（顧客関係管理）システムなどの事

業に関する業務アプリケーションを提供する

SaaS（ソフトウェアをインターネットを通

じて利用する仕組み）の普及も大きな環境変

化である。SaaSで提供されるアプリケーシ

ョンは部品化が進んでおり、それを利用する

と開発生産性は通常の 3～ 5倍になるといわ

れる。これによってシステム再構築の概念が

根底から覆される。現在、システム再構築と

いうと、システム基盤の老朽化対応に合わせ

て現行システムの改修や機能追加を行うこと

が多い。そのようなシステム再構築に当たり、

現行システムを捨て、SaaSアプリケーショ

ンでシステムをつくり直した方が安く、早く

できるのである。

企業にとって差別化要素ではない業務に対

してはパッケージソフトなど出来合いの機能

を活用する一方、競争力の源泉となる領域に

はSaaSを活用して常に新しいシステムを構

築し続けるという時代が来るかもしれない。

もちろん、企業やシステムの特性によって状

況は変わるが、大きな流れとしてはそのよう

になると思われる。

見直されるITアーキテクトの役割

クラウドサービスやSaaSの普及、業務パ

ッケージの利用拡大によって、再びITアーキ

テクトの役割が見直されようとしている。IT

アーキテクトはクライアント・サーバー・シ

ステムの登場以来、個別システムの最適化に

力を注ぎ、本来の役割から遠ざかった感はあ

るが、昨今、さまざまな技術やサービスを組

み合わせてシステムを設計する役割を求めら

れるようになってきた。長く“一軒家”だけ

を設計してきた建築家が、外部サービスの活

用も含めた企業システム全体の“都市計画”

まで手がけることになったのである。さらに

グループ全体やグローバルの視点では、“国

づくり”といったレベルでの視野の広さも必

要になる。

現在、システム化を伴わない事業展開は考

えられなくなっている。従って、事業構造や

事業戦略を理解した上で事業を支えるシステ

ムのあり方を考えることこそが企業システム

全体の最適化につながる。意外なことかもし

れないが、IT部門やITベンダーは、企業が

どこでどのように収益を上げているかをよく

知らないことが少なくない。今やシステムだ

けの知識でなく、システムが事業の中でどう

使われているかを理解することがITアーキ

テクトにも必要なのである。 ■
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進むITの外部リソース化

2010年頃から、クラウドサービスが続々と

登場することによってITの姿が大きく変わろ

うとしている。この“所有から利用へ”とい

う流れを、野村総合研究所（以下、NRI）は

2007年の『SaaSで激変するソフトウェア・ビ

ジネス』（NRI・城田真琴著、毎日コミュニケ

ーションズ社刊）の中で予測していた。

当時は、一部のアプリケーションやサービ

スを、自社で開発せずにベンダーが提供する

サービスに切り替えることを想定していた。

最近ではIT部門の一部機能や情報子会社に戦

略的に外部リソースを投入するケースも見受

けられる。

ユーザー企業が外部のITリソースを活用す

る理由としてよくあげられるのは「ITコスト

の削減」や「システム導入までの期間の短縮」

である。これは、足りないスキルを補完する

とか、エンジニアの不足を補うといった従来

の外部リソースの活用目的とは大きく異なっ

ている。高度なITサービスを積極的に導入す

るために戦略的に外部リソースを活用しよう

という意識が働いているのである。

NRIは、2012年 2月にITサービスに関する

戦略的業務提携を発表した。NRIは、味の素

（株）の情報子会社である味の素システムテク

ノ（株）の発行済み株式の51％を譲り受け、味

の素（株）とNRIのリソースを最大限活用する

ことによって味の素グループの事業競争力に

寄与しようとしている（2012年 4月より味の

素システムテクノ（株）はNRIシステムテクノ

（株）と社名を変更）。

問われるIT部門の存在意義

昨今、IT部門が弱体化しているとよくいわ

れる。戦略的な外部リソースの活用でユーザ

ー企業が失うものはないのだろうか。最近、

企業の経営者の次のような悩みをよく耳にす

る。「本来、経営の目線でITをどう活用すべ

きか戦略を立てなければ事業競争力は上がら

ない。しかし、当社のIT部門は事業部門から

の要請に対して受け身でシステムをつくるこ

としかしていない。しかも、ベンダーからの

提案も十分に評価できない状態だ」。これは特

殊なケースではない。IT部門が持つべき戦

略・企画機能が失われつつあるだけでなく、

ITガバナンス（ITに関する計画・管理を統括

する機能）も働かなくなってきているのが現

状なのである。

IT部門の普遍的な機能とは何か
―ITによる事業への貢献ができる仕組みの構築を―

クラウドコンピューティング（以下、クラウド）やビッグデータの時代に突入し、ITの外部

リソース化はますます加速している。そのなかでユーザー企業のIT部門は果たすべき役割を見

失っているように見える。本稿では、時代の変化への対応を求められながらも、IT部門が変え

てはならない機能とは何か、その機能を維持するための人材像はどうあるべきかを考察する。

特　集　［クラウド＆ビッグデータ時代のIT組織と人材］
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このままの状態では、社員は既存システム

の改修にのみ従事し、新技術を使って新たに

構築したシステムのノウハウは自社に残らず

すべてベンダーに流れるという“逆転現象”

が起きることになる。すなわち、事業に貢献

するのはIT部門ではなく社外のベンダーにな

るということである。

IT部門の普遍的な機能と人材像

では、IT部門が持つべき普遍的な機能とは

何だろうか。第一義的には、ITを活用して事

業貢献できる仕組みの企画ならびに構築・維

持である。そのためには、ITガバナンスが働

いている状態を保持しなければならない。

本誌 6～ 9ページの「新たな技術変化に対

応するIT組織のあり方」で示した、IT部門が

持つべき 7つの機能に沿って、IT部門に必要

とされる普遍的な機能を大きく“攻め”と

“守り”に分けて考えてみたい。

“攻め”の機能は、事業貢献に直結するIT

戦略を策定することである。中でもIT予算の

20～30％（NRIの調査による）に相当する戦

略的なIT投資の企画が重要な要素である。IT

投資の企画策定に当たっては、ITに関する一

定の知識を有するだけでなく、事業部門の業

務を理解し、それをシステム要件として正確

に定義することが求められる。

“守り”の機能として重要なのは、経営や事

業部門に提供するITサービスの品質を維持す

ること、開発の生産性を向上させてITコスト

を適正化することである。ITサービスの品質

を維持するためには、品質管理手法を確立し

開発手法を標準化することが必要である。ま

た、ITコストの適正化のためには、IT資産を

可視化しシステムの処理方式や採用技術の標

準化を行い、ベンダー選定も含めた効率的な

IT調達を実現することが必要である。また、

各案件に優先順位を付けてIT予算の配分を計

画的に行うことも必要である。

これらの機能は、事業構造や技術の変化に

かかわらず、IT部門が普遍的に有し、強化す

べき機能であろう。

IT戦略の策定を担う“攻め”のIT人材は、

ITだけでなく自社の業務をよく知っているこ

と、ITをアーキテクチャとしてとらえる視点

を持つこと、論理的な思考ができること、社

会や技術の小さな変化も見逃さない観察力

（好奇心）を持っていることが必要である。

“守り”の人材には、ITの構築経験に基づい

て開発プロジェクトの 3カ月先を予測できる

こと、個々の事象を一般化・体系化できるこ

と、改革・改善に熱意を持って取り組める能

力が求められる。

本特集で取り上げた「デザイン型人材」「デ

ータサイエンティスト」「ITアーキテクト」お

よび本稿で解説した「IT部門の普遍的な機能

を支える人材」という、タイプの異なる人材

を有機的に協働させ、IT部門としての総合力

を発揮させることが今後の課題となろう。■
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NRIシステムテクノ
常務取締役
管理本部長

古川昌幸（ふるかわまさゆき）

専門は経営におけるITの戦略的活用、
情報システムのグランドデザイン策定
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“多能工”化が求められるIT人材

筆者は仕事柄、IT企業の経営者や人材育成

担当者と交流する機会が多いが、昨今はIT人

材の多能工化が流行している印象がある。流

行といえば軽い感じがするかもしれないが、

背景にはIT産業界全体に共通する深刻な課題

があるように思われる。

あらためて過去を振り返ってみると、IT産

業の黎明（れいめい）期に企業規模も小さか

った頃は、SE（システムエンジニア）が 1人

で営業、設計、アプリケーション開発、基盤

構築、運用設計など何でもやる、あるいはや

らざるを得ないという多能工的な働き方が当

たり前であった。やがて事業規模が拡大する

につれて分業化・専門化が奨励・促進される

ようになり、特定分野の高度な専門家が多く

そろうことにより事業を運営する上で有効な

組織や人材配置が実現されることになった。

しかし昨今では、行き過ぎた分業化・専門

化の弊害が指摘されるようになってきている。

その筆頭は、担当範囲の狭い、いわゆる“た

こつぼ”型の人材が増えてきていることであ

る。その結果、新しい技術や顧客ニーズの変

化などに柔軟に対応できなくなり、顧客への

提案力が低下する傾向にある。リスクマネジ

メント上の問題も見過ごせない。ノウハウの

属人化が進んで組織内でノウハウが共有され

なくなることから、思いがけないリスクに巻

き込まれやすくなっているのである。

これはNRIだけでなく日本のIT産業界全体

に共通する課題である。「昔は良かった」式の

懐古趣味でも何でもなく、IT産業の将来を見

据えた時、IT人材の多能工化はいやでも実現

しなければならない課題なのだ。

スキルや経験の“見える化”が重要

人材育成には、OJT、研修（Off－JT）、自

己研さんの 3つの要素が不可欠である。中で

も中核的な役割を持つのがOJTで、OJTを通

じて人材を育成するためには適切な仕事の割

り振りが重要である。多能工の育成ではこれ

まで以上に計画的に仕事を割り振ることが必

要になる。

NRIでは、上司と部下の間で目標設定・成

果確認を行うC&A（Challenge & Act）とい

う仕組みが導入されている。これは業績評価

だけでなく仕事の割り振りを上司・部下間で

話し合う場としても活用されている。これを

利用すれば、個人のレベルに応じて多能工を

NRIにおけるIT人材の育成
―専門性の追求と“多能工”化の両立を目指して―

さまざまな技術の進展、情報システムに対するニーズの多様化などを受け、IT人材は専門性

を追求しつつ多様なスキルを身に付けることが必要になっている。野村総合研究所（以下、NRI）

では、この課題を解決するためにIT人材の“多能工”化へのチャレンジを推奨している。本稿

では、“多能工”化を目指したNRIの人材育成の考え方と具体的な育成方法について紹介する。

トピックス
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育成することが容易になると思われる。その

場合、個人のスキルや経験を“見える化”（数

値化）することがポイントである。そのため

NRIの人材開発センターは、“見える化”の仕

掛けづくりが必要と考え、SEの「成長ストー

リー」や「スキルチェックシート」「経験チェ

ックシート」などを整備してきた。図 1は、

こうしたツールを活用した計画的なOJTのイ

メージを示したものである。

今後の人材育成計画

人材育成のために常に適切に仕事を割り振

ることは実際には簡単ではない。そこで、そ

れを補完するための研修の仕組みを用意しな

ければならない。特に若手は実際の顧客対応

の機会が限られることから、顧客対応力や提

案力を強化するための研修を充実させること

が必要である。

今後は、事業計画の実現に向けた、あるべ

き“人材ポートフォリオ”の設定と、それに

沿った人材育成計画の策定が求められている。

中でも、自分自身の中長期的な目標を考えや

すくするため、現在はアプリケーションエン

ジニア、テクニカルエンジニア、営業などに

分かれているキャリアフィールド（専門分野）

を複合的にとらえることが重要であると考え

ている。将来的には、“見える化”されたスキ

ルや経験を能力評価や昇進・昇格、ローテー

ションなどの人事制度と連動させることも必

要になるであろう。 ■
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野村総合研究所
人材開発センター
人材開発センター長　兼
人材育成戦略部長

広瀬一徳（ひろせかずのり）
専門は流通・小売業、外食産業における
アプリケーションシステム設計・構築

図１　C&Aを利用した計画的なOJT・Off-JTの実施 

● 目標とする将来像、中期能力開発目標 
● OJT・Off-JTの具体的な実施時期、内容 
● 資格取得の具体的内容　など 

● 取り組む業務の内容・達成度　など 

● 業務ごとの役割・期間・実績　など 
● プロジェクト単位での経験内容 

● スキルごとの目標値・達成度　など 

能力開発 業務 

業務履歴 

経験 

自己成長 

保有 
スキル 

ソリューション系 
若手対象 

ソリューション系 
中堅対象 
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現地IT人材の確保に苦労する日系企業

日系企業のアジアへの事業展開がますます

加速している。そうした企業の間では、生産

や販売といった事業上の施策だけでなくIT施

策についても、アジア各国に設置した拠点を

本社主導で管理しようという動きが強まって

いる。

その背景にはIT全般統制や情報セキュリテ

ィを強めるというねらいもあるが、拠点業務

レベルの均一化や、生産・売上・原価などの

経営情報の分析を全社的に一元化する目的で

アジアの拠点にもERPを導入したいという企

業が多い。

現地側では、本社のこのような要請に対応

するための体制の整備が必要になる。欧米で

拠点展開をしてきた企業にとっては、現地で

優秀なIT人材を確保することは比較的容易で

あると思われる。しかし、アジアでは経験豊

富なIT人材がまだ少ない上に離職率が高く、

IT人材を安定して確保することに苦労してい

るのが現状であろう。

このような事情を反映してか、アジアで多

くの日系企業のERP導入を支援してきたNRI

香港に対して、現地IT人材の役割を期待する

企業が増えている。

アジアで求められるIT人材像

NRI香港では、アジアに進出している50社

100拠点以上の日系製造業・商社に対し、生産

管理や販売・購買・在庫管理・会計といった

企業の基幹業務を支援するERPのクラウドサ

ービスを10年以上にわたって提供している。

このサービスではNRI香港の日本人のERP

コンサルタントが大きな役割を果たしている。

ERPコンサルタントに求められるのは、顧客

の本社の意向と現地拠点の事情を正しく理解

した上で、本社と現地拠点の間に入って調整

を行い、最終的に実現可能な解決策を見出し

て実行することである。

現地拠点とのコミュニケーションは、現地

のNRI香港のコンサルタントと連携してその

国の言語で行う。アジアは国によって国民性

の違いも大きく、エンドユーザーのITに関す

る能力も違う。そのため、それぞれの国の事

情に合った実現性の高いアプローチを提示す

るノウハウも必要になる。

IT面においては、現地のネットワークサー

ビスや通信事情の理解、原価計算や在庫管理

手法など日本と異なるアプローチに対応した

アジアで活躍できるIT人材とは
―NRI香港のERPコンサルタント育成法―

アジアへの事業拡大を加速させる日系企業の間で、本社主導でアジアにIT施策を展開する動

きが強まっている。しかし、現地では本社の意向を理解して現地の事情に合ったIT施策を立案

できる人材が不足している。本稿では、NRI香港のERP（統合基幹業務システム）コンサルタ

ントをモデルに、アジア地域で求められるIT人材の育成法について紹介する。

海外便り
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業務設計ができるだけのERPに関する深い理

解が要求される。また、国ごとに異なる会計

制度や税制などに関する幅広い知識と経験も

必要になる。

NRI香港の人材育成法

NRI香港では日本人のERPコンサルタント

に、基本的な知識を習得させるための研修を

行うほか、少しでも多くのプロジェクトに参

加させ、OJTを通じて実践的な経験を積ませ

るようにしている。

ERPコンサルタントは、香港を中心に上海

とシンガポールにも活動拠点を置いている。

それ以外の地域でのプロジェクトの場合は、

顧客からの依頼に応じて出張の形で支援する。

このほか、NRI香港ではアジアのほとんどの

国に、その国の言語で対応するための現地

ERPコンサルタントを配置している。プロジ

ェクトでは、日本人のERPコンサルタントと

現地のERPコンサルタントが緊密に連携しな

がら、現地の事情や会計制度・税制などへの

理解を深めていく。

ERPコンサルタントは、平均して 3～ 6カ

月で 1つのプロジェクトをこなしながら、さ

まざまな国でのプロジェクトの経験を通じて

スキルを高めていく。顧客やプロジェクトメ

ンバーとのコミュニケーション、顧客要件へ

の深い理解、プロジェクト管理などのスキル

である。最終的には、プロジェクトマネージ

ャーとしてプロジェクトをリードできる人材

に成長することが目標とされる。

言葉はやはり重要な要素であるが、流ちょ

うな英語よりも実践的なコミュニケーション

能力が重要である。アジアでは英語を話せる

人は少なくないが、難しい単語や表現は通じ

にくい。そのため、できるだけ簡潔かつ的確

に意思を伝えようとするようになる。こうし

て“通じる英語”が自然に身に付いていく。

NRI香港が社内公用語を英語にしているのは

このためである。

アジアを目指す日本のIT人材に期待

NRI香港では、日系企業の事業拡大に応じ

て、アジアのフィールドで活躍できる日本人

IT人材を増やしていく予定である。とりわけ

日本人のERPコンサルタントは、日本または

海外で、ある程度のプロジェクト経験を積ん

だ人材の現地採用を中心に確保していく方針

である。

以前はITといえば米国を目指す人が多かっ

たが、最近ではグローバルな環境で働く経験

を少しでも若いうちにしたいと、活気あふれ

るアジアに活躍の場を求める日本人の若者が

多くなっているようだ。NRI香港にも、日本

での経験を生かし、自分の実力を海外で試し

たいというチャレンジ精神旺盛な人が集まっ

てきている。これらの人材を実践的な経験を

通じて育成し、アジアに展開する日系企業に

高品質なサービスを提供できるようにしたい

と考えている。 ■

NRI香港
社長

澤井啓義（さわいひろよし）

専門はアジアにおけるITソリュー
ション
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NRI Web Site

事業・ソリューション別のポータルサイト

NRI公式ホームページ www.nri.co.jp

コンサルティング www.nri.co.jp/products/consulting 日本における先駆者として社会や産業、企業の発展に
貢献してきたコンサルティングサービスを紹介

金融・資本市場でのビジネスを戦略的にサポートする
ITソリューションの実績、ビジョンを紹介

金融ITソリューション www.nri.co.jp/products/kinyu

産業ITソリューション www.nri.co.jp/products/sangyo

IT基盤サービス www.nri.co.jp/products/kiban

流通業やサービス業、製造業などさまざまな産業分野
のお客様に提供するソリューションを紹介

産業分野や社会インフラを支えるシステム、システム
を安全・確実に運用するためのソリューションを紹介

先端的な基盤技術への挑戦と知的資産創造、技術をベ
ースにした新事業の創造の実践を紹介

情報技術本部 www.nri-aitd.com

企業間業務や生・配・販を中心とするさまざまな業種
の業務効率化を支援するソリューションを紹介

BizMart www.bizmart.jp

システムインテグレーション事業において培った基盤
構築のノウハウを結集させたソリューション群を紹介

GranArch granarch.nri.co.jp/main.html

サービス・ソリューション別のWebサイト

マーケティング戦略の効果を科学的に“見える化”し、
効果を最大化することを目的とした総合支援サービス

INSIGHT SIGNAL www.is.nri.co.jp

コンサルティング業務を通じて独自に開発したインタ
ーネットリサーチサービス

TrueNavi truenavi.net

コールセンターからマーケティング部門までさまざまな
ビジネスシーンで活用可能なテキストマイニングツール

TRUE TELLER www.trueteller.net

独自に生成する道路交通情報を活用した携帯電話・ス
マートフォン総合ナビゲーションサービス

未来型携帯ナビ 全力案内！ www.z-an.com

テスト工程の効率化を実現するテスト自動実行支援ツ
ール

てぷらぱ teplapa.nri.co.jp

オープンソースソフトウェアにより高品質な業務シス
テムを構築するワンストップサービス

OpenStandia openstandia.jp

ITサービスの品質向上とコスト最適化を実現するシス
テム運用管理ソフトウェア

Senju Family senjufamily.nri.co.jp

グループ企業・関連団体のWebサイト

インターネットシステムの企画・開発・設計・運用な
どのソリューションを提供

NRIネットコム www.nri-net.com

情報セキュリティに関するコンサルティング、ソリューシ
ョン導入、教育、運用などのワンストップサービスを提供

NRIセキュアテクノロジーズ www.nri-secure.co.jp

「NRIサイバーパテントデスク」など、特許の取得・活
用のためのソリューションを提供

NRIサイバーパテント www.patent.ne.jp

IT基盤の設計・構築・展開と稼働後のきめ細かな維
持・管理サービスを提供

NRIデータiテック www.n-itech.com

全国のシルバー人材センターの事業を支援する総合情
報処理システム「エイジレス80」を提供

NRI社会情報システム www.nri-social.co.jp

日本の経済社会の健全な発展および国民生活の向上のた
めに重要な経営幹部の育成を支援する各種講座を開催

野村マネジメント・スクール www.nsam.or.jp

NRIアメリカ www.nri.com
野村総合研究所（北京）有限公司 www.nri.com.cn/beijing

上海支店 shanghai.nri.com.cn
野村総合研究所（上海）有限公司 consulting.nri.com.cn

海外拠点のWebサイト

野村総合研究所（香港）有限公司 www.nrihk.com
NRIシンガポール www.nrisg.com
NRIソウル支店 www.nri-seoul.co.kr
NRI台北支店 www.nri.com.tw

本誌の各論文およびバックナンバーはNRI公式ホームページで閲覧できます。
本誌に関するご意見、ご要望などは、お名前、ご住所、ご連絡先を明記の上、下記宛てにお送りください。
E-mail：it-solution@nri.co.jp

『ITｿﾘｭｰｼｮﾝ フロンティア』について

IR情報 www.nri.co.jp/irNRIグループのCSR活動 www.nri.co.jp/csr

会社情報

アジア・日本の新しい成長戦略に関わるNRIの取り組
み、研究成果の情報発信、政策提言などを紹介

未来創発センター www.nri.co.jp/souhatsu

金融・資本市場に関わるNRIの取り組みについての情報
発信、政策提言、ITソリューションを紹介

NRI Financial Solution fis.nri.co.jp
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